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●意思の表出等の作成手続について

令和３年１２月２４日 

日本学術会議第３２０回幹事会決定 

Ⅰ．意思の表出等の種類について 

１．日本学術会議法（以下「法」という。）に基づくもの 

承認は総会において行うこととし、緊急又は早期の意思の表出が求められるなど

の特段の事情があると会長が認める場合には幹事会において承認することができ

る。表出主体は学術会議とする。 

（１）答申 法第四条に基づく政府からの諮問を受けて、日本学術会議（以下「学術

会議」という。）が科学者の代表機関として、専門的見地に基づき総合的に

検討して発出する。必要に応じて、審議のための課題別委員会、幹事会附

置委員会等を設置することができる。 

（２）勧告 法第五条に基づき、学術会議が科学者の代表機関として、専門的見地に

基づき総合的に検討してその実現を強く政府に求める必要があると判断

した事項について発出する。必要に応じて、審議のための課題別委員会、

幹事会附置委員会等を設置することができる。 

２．日本学術会議会則（以下「会則」という。）第２条に基づくもの（要望、声明） 

承認は総会において行うこととし、緊急又は早期の意思の表出が求められるなど

の特段の事情があると会長が認める場合には幹事会において承認することができ

る。表出主体は学術会議とする。 

（１）要望 学術会議が、具体的な施策の実現を政府や関係機関等に求める必要があ

ると判断した場合に発出する。 

（２）声明 学術会議がその目的を遂行するために特に必要と考えられる事項につい

て、自らの意見を政府や関係機関、広く社会に向けて表明する場合に発出

する。 

３．会則第２条に基づくもの（提言、見解、回答） 

（１）提言 法第五条各号に掲げる事項に関し、学術会議が科学的知見に基づき総合

的・俯瞰的な見地から政府や関係機関、広く社会に向けた提案を発表する

必要がある場合に発出する。表出主体は学術会議とする。科学的助言等対

応委員会による査読を経た上で、幹事会において承認する。ただし、会長、

副会長及び各部の役員のすべてが委員となることとされている課題別委
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員会及び幹事会附置委員会については、当該委員会での承認をもって幹事

会の承認に代えることができる。 

（２）見解 法第五条各号に掲げる事項に関し、部、委員会、分科会又は若手アカデ

ミーが、科学的知見に基づき専門的な見地から政府や関係機関、広く社会

に向けた提案を発表する、又は、社会的な議論を喚起するため多様な意見

を提示する必要がある場合に発出する。表出主体は策定した部、委員会、

分科会又は若手アカデミーとする。部等による査読を経た上で、科学的助

言等対応委員会において承認する。 

（３）回答 関係機関からの審議依頼（法第四条の諮問を除く。）事項に対し、学術会

議が科学者の代表機関として、専門的見地に基づき総合的に検討して発出

する。表出主体は学術会議とする。必要に応じて、審議のための課題別委

員会、幹事会附置委員会等を設置することができる。科学的助言等対応委

員会による査読を経た上で、幹事会において承認する。 

４．会則第２条に基づくもの（報告） 

報告 法第五条各号に掲げる事項に関し、部、委員会、分科会又は若手アカデミ

ーが審議の結果を発表するもの。表出主体は当該部、委員会、分科会又は若

手アカデミーとする。日本学術会議の運営に関する内規（平成１７年１０月

４日日本学術会議第１回幹事会決定）第３条の規定に基づき、科学的助言等

対応委員会、部、課題別委員会、機能別委員会又は幹事会附置委員会におい

て承認する。 

５．日本学術会議会則第３条に基づくもの（国際活動） 

共同声明 諸外国のアカデミー等と共同で取りまとめて、それらの会長等との連

名により公表するもの。取りまとめに当たり、幹事会はその内容につい

て会長に助言を行うことができる。 

６．手続 

 上記１．～５．については、当該意思の表出を発出した後の直近に開催される総

会に報告するものとする（総会において承認されたものを除く。）。 

Ⅱ．意思の表出の手続について 

１．諮問又は審議依頼への対応 

  政府からの諮問又は関係機関からの審議依頼を受けたときは、幹事会は、諮問に
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対する答申又は審議依頼に対する回答の審議を行う部、委員会、分科会又は若手ア

カデミー（以下「分科会等」という。）を決定する。幹事会は、必要に応じ、審議の

ための課題別委員会、幹事会附置委員会等を設置することができる。 

２．提案 

（１）分科会等が意思の表出（答申、勧告、要望、声明、提言、見解、回答又は報告）

を行うことを希望する場合、分科会等の長は、その分科会等が所属する部又は委

員会その他の関係する分科会等との調整を行った上で、科学的助言等対応委員会

に意思の表出を行おうとする検討課題、意思の表出の種類、意思の表出を行う時

期等を申し出る。（別紙様式１） 

（２）科学的助言等対応委員会は、申し出のあった検討課題について、過去１０年間

に行われた意思の表出との関連等について検討し、当該検討課題の申し出を行っ

た分科会等の長に分科会等の審議において留意すべき事項等について助言を行

う。 

（３）科学的助言等対応委員会は、分科会等が勧告、要望、声明又は提言（以下「提

言等」という。）の発出を希望する場合、以下の事項を満たしているか確認する。 

① 個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか。

② 読者・名宛人を明確にして立案しているか。

③ 関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか。

④ 異論に対する公平な取り扱いがなされているか。

⑤ グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか。

⑥ 関係する委員会・分科会との連携がなされているか。

⑦ 提言等発出後も、関係する市民や団体、関係機関との意見交換や公開シンポ

ジウムを行うなど、提言等の実現に努力するか。 

（４）分科会等が提言等の発出を希望する場合、分科会等の長は、その分科会等が所

属する部又は委員会その他の関係する分科会等との調整を行った上で、科学的助

言等対応委員会に提言等の骨子を提出する。（別紙様式２） 

（５）科学的助言等対応委員会は、提出された骨子の内容に基づき、適切な意思の表

出の種類（見解又は報告を含む。）、意思の表出の案の作成において留意すべき事

項等について当該骨子を提出した分科会等の長に助言を行う。 

（６）科学的助言等対応委員会は、分科会等が想定している意思の表出の種類とは異

なる種類とすることを助言しようとする場合には、あらかじめ当該骨子を提出し
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た分科会等の意見を聴く。 

 

（７）分科会等が科学的助言等対応委員会による助言に不服がある場合には、当該分

科会等の長は幹事会に対して申立てを行うことができる。 

 

（８）申立てを受けた幹事会は、申立てを行った分科会等の長、科学的助言等対応委

員会の長その他の関係者から意見を聴いて、当該申立てに対する幹事会としての

判断を示す。この場合において、科学的助言等対応委員会を組織する者は、申立

てに関する審議に加わらないこととする。 

 

（９）申立てを行った分科会等の長は、幹事会が示した当該判断の趣旨を尊重して意

思の表出を行う。 

 

（１０）幹事会は、総合的・俯瞰的な見地からの科学的助言が必要であると認める検

討課題があるときは、当該検討課題に関係する分科会等に意思の表出の案の作成

を依頼することができる。この場合において、幹事会が複数の分科会等に対して

共同して案の作成を依頼することも妨げない。 

 

（１１）意思の表出（報告を除く。）の案の作成に当たっては、検討課題に関し、社会

の多様な問題関心等に留意することや適切な情報収集を図ること等を目的とし

て、学協会、政策関係者、専門職団体、産業界、市民、ＮＧＯ・ＮＰＯ等の関係

団体との意見交換を行う。その際、法第３条に定める職務の独立性が確保される

よう留意する。 

 

３．査読及び審議 

（１）勧告、答申、要望、声明、提言又は回答 

① 分科会が勧告、答申、要望、声明、提言又は回答（以下「勧告等」という。）

の案を作成したときは、分科会の長は、その分科会が置かれる委員会に案を提

出することとし、当該委員会による査読を受けるとともに、当該委員会から科

学的助言等対応委員会の査読を求めることについての承認を得る。分野別委員

会に置かれる分科会の場合には、その分科会が置かれる委員会は、承認した案

に関し、意義、委員会における審議経過、２（３）①～⑦を満たしていること

を確認した旨等を記載した査読結果報告書を作成する。（別紙様式３） 

② 前項の承認を得た場合には、分科会の長は、科学的助言等対応委員会に勧告

等の案を提出し、科学的助言等対応委員会による査読を受ける。分野別委員会

に置かれる分科会の場合には、分科会の長は、承認を得た委員会が作成した査

読結果報告書を添付する。 
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③ 部、委員会又は若手アカデミーが勧告等の案を作成したときは、その長は、

科学的助言等対応委員会に案を提出し、科学的助言等対応委員会による査読を

受ける。 

④ 科学的助言等対応委員会による査読は、当該委員会を組織する者又は当該委

員会委員長が指名する者（会員又は連携会員でない者も含む。）により行う。そ

の際、学術会議の独立性が担保されることを前提に、会員又は連携会員でない

者で当該課題について専門的知識を有する者を加えることを原則とする。また、

勧告等の案が法律の制定改廃又は教育課程の改編に係る提案を内容とする場合

など、科学的助言等対応委員会の長が必要と認めるときは、当該分野を専門と

する者（会員又は連携会員でない者を含む。）の意見を聴く。 

⑤ 科学的助言等対応委員会による査読を終了した場合には、分科会等の長（分

科会の場合は当該分科会が置かれる委員会の委員長）は、幹事会に勧告等の案

を提出する。 

⑥ 幹事会は、分科会等に対し、勧告等の案における問題点を指摘するとともに、

その修正を求めることができる。また、査読を行った委員会又は科学的助言等

対応委員会に対し、改めて査読の実施を求めることができる。 

 

（２）見解 

① 分科会（分野別委員会に置かれるものに限る。）が見解の案を作成したときは、

分科会の長は、その分科会が置かれる委員会に案を提出することとし、当該委

員会による査読を受けるとともに、当該委員会から部の査読を求めることにつ

いての承認を得る。当該委員会は、承認した案に関し、意義、委員会における

審議経過、⑧ア）～オ）を満たしていることを確認した旨等を記載した査読結

果報告書を作成する。（別紙様式３） 

② 前項の承認を得た場合には、分科会の長は、承認を得た委員会が作成した査

読結果報告書を添付して、所属する部に見解の案を提出することとし、当該部

による査読を受けるとともに、当該部から科学的助言等対応委員会の審議を求

めることについての承認を得る。 

③ 分野別委員会又は部に置かれる分科会が見解の案を作成したときは、その長

は、所属する部に見解の案を提出することとし、当該部による査読を受けると

ともに、当該部から科学的助言等対応委員会の審議を求めることについての承

認を得る。 

④ 分科会（分野別委員会又は部に置かれるものを除く。）が見解の案を作成した

ときは、分科会の長は、その分科会が置かれる委員会に案を提出することとし、

当該委員会による査読を受けるとともに、当該委員会から科学的助言等対応委

員会の審議を求めることについての承認を得る。 

⑤ ②～④の承認を得た場合には、分科会の長又は分野別委員会の長は、科学的
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助言等対応委員会に見解の案を提出する。 

⑥ 部、委員会（分野別委員会を除く。）又は若手アカデミーが見解の案を作成し

たときは、その長は、科学的助言等対応委員会に案を提出する。 

⑦ 科学的助言等対応委員会は、分科会等に対し、見解の案における問題点を指

摘するとともに、その修正を求めることができる。また、査読を行った部又は

委員会に対し、改めて査読の実施を求めることができる。 

⑧ ②～④の部及び委員会における査読並びに⑥の科学的助言等対応委員会にお

ける審議においては、以下の事項を満たしているか確認する。ただし、以下の

事項が満たされていないと認められる場合には、分科会等の長に対し、その理

由の説明を求めることができる。 

  ア）個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか。 

   イ）読者・名宛人を明確にして立案しているか。 

   ウ）関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか。 

   エ）異論に対する公平な取り扱いがなされているか。 

   オ）グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか。 

 

（３）報告 

① 分科会（分野別委員会に置かれるものに限る。）が報告の案を作成したとき 

は、分科会の長は、その分科会が置かれる委員会に案を提出することとし、当

該委員会による査読を受けるとともに、当該委員会から部の審議を求めること

についての承認を得る。当該委員会は、承認した案に関し、意義、委員会にお

ける審議経過等を記載した査読結果報告書を作成する。（別紙様式３） 

② 前項の承認を得た場合には、分科会の長は、承認を得た委員会が作成した査

読結果報告書を添付して、所属する部に報告の案を提出する。 

③ 分野別委員会又は部に置かれる分科会が報告の案を作成したときは、その長

は、所属する部に案を提出する。 

④ 分科会（分野別委員会又は部に置かれるものを除く。）が報告の案を作成した

ときは、分科会の長は、その分科会が置かれる委員会に案を提出する。 

⑤ 部、委員会（分野別委員会を除く。）又は若手アカデミーが報告の案を作成し

たときは、その長は、科学的助言等対応委員会に案を提出する。 

⑥ 部、課題別委員会、機能別委員会、幹事会附置委員会又は科学的助言等対応

委員会は、分科会等に対し、報告の案における問題点を指摘するとともに、そ

の修正を求めることができる。また、査読を行った委員会に対し、改めて査読

の実施を求めることができる。 

 

（４）査読を受けないときの承認の手続 

（２）及び（３）において、見解又は報告の案が部又は委員会の査読を受けない

-6-



7 
 

こととなるときは、案の提出を受けた科学的助言等対応委員会、部、課題別委員会、

機能別委員会又は幹事会附置委員会は、案を審議し、承認するに当たり、査読に準

じた対応をとることができる。 

 

（５）複数の分科会等が意思の表出の案を作成する場合の査読の手順 

  複数の部、委員会、分科会又は若手アカデミー（以下「分科会等」という。）が意

思の表出の案を作成する場合において、意思の表出の案を査読することとされてい

る部又は委員会（以下「査読組織」という。）が複数あるときは、査読は以下のいず

れかの手順により行うものとする。いずれの手順とするかについては、作成の中心

となった分科会等（以下「主たる分科会等」という。）の査読組織が決定する。 

 ① 関連するすべての査読組織が、それぞれ所属する１名以上の会員又は連携会員

を推薦して合同査読チームを構成する。合同査読チームの責任者は、主たる分科

会等の査読組織に所属する者から、合同査読チームの互選によって選出する。合

同査読チームが当該意思の表出の案について査読した場合は、すべての査読組織

が査読したものとみなす。 

② 関連する査読組織のうち、主たる分科会等の査読組織のみが当該意思の表出の

案について査読を行う。この場合は、その他の関連する査読組織のすべてが査読

したものとみなす。主たる分科会等の査読組織は、その他の関連する査読組織の

協力を求めることとする。 

 

 

Ⅲ．査読における確認事項について 

意思の表出の種類にかかわらず、科学的助言等対応委員会、部等における査読に

おいて確認を行うべき事項は、主に以下のとおりとする。なお、科学的助言等対応

委員会、部等の判断で査読の具体的な手順、査読期間の目安等について別に定める

ことを妨げない。 

①日本学術会議における過去１０年間の公表文書、直近に公表予定の文書等との通

時的な整合性 

②科学者の内外に対する代表機関が発信するに相応しい論理性と倫理性 

③内容の実行可能性と実現可能性 

④読みやすさ、簡潔な要旨 

⑤記述・主張を裏付けるデータ、適切な引用、出典・参考文献の明記 

⑥利益誘導と誤解されることのないような配慮 

⑦異なる意見の公平な取扱い 

⑧委員会・分科会の設置趣旨との整合性 

⑨意思の表出の種類と内容の整合性 

⑩勧告、要望、声明、提言（以下「提言等」という。）とする場合に特に確認を要す
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る事項（見解の場合は、ア）～オ）に準拠している旨を部又は委員会等において

適切に確認されていることの確認を行う。） 

ア）個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか。 

イ）読者・名宛人を明確にして立案しているか。 

ウ）関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか。 

エ）異論に対する公平な取り扱いがなされているか。 

オ）グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか。 

カ）関係する委員会・分科会との連携がなされているか。 

キ）提言等発出後も、関係する市民や団体、関係機関との意見交換や公開シンポ

ジウムを行うなど、提言等の実現に努力するか。 

 

 

Ⅳ．意思の表出の様式について 

１．日本学術会議の意思の表出に係る様式及び付属資料 

  意思の表出を行う際には、原則として（１）の様式に従うとともに、（２）の付属

資料を作成するものとする。 

（１）様式 

日本学術会議が行う意思の表出は別紙様式４により作成する。作成に当たって

は、本文は２０ページ程度、本文の要旨は２ページ程度とする。 

 

（２）付属資料 

   意思の表出に当たっては、以下の資料を別途作成する。 

① 提言等の提出チェックシート（別紙様式５） 

② 記者発表用要旨（別紙様式６） 

 

２．エビデンスの記載及び提出 

意思の表出を行う際のエビデンス（科学的根拠や論拠）を示すため、元のデータ

及び資料（元のデータ若しくは資料を作成した者が加工したものを含む。）の出所

を、本文中の図表、参考文献欄又は注釈に記載するとともに、個々のデータ及び資

料（図に関しては復元可能なようにプロットデータ、計算式等も含む。）は、あらか

じめ幹事会に提案する前に、公開に関する取扱いの情報を付して、事務局に提出す

ることとする（参考資料として添付する場合はこの限りではない。）。出版物から引

用する場合には、著作権の扱いについて特に留意することとする。 

事務局における確認作業において、本文中の記載の修正の必要が判明した場合に

は、作成者が必要な修正を施すこととする。 

 

 

-8-



9 
 

Ⅴ．周知方法について 

１．公表等 

日本学術会議が行う意思の表出は、日本学術会議ウェブサイト及び報道発表によ

り公表する。あわせて、勧告、要望、声明、提言については記者会見等を行うこと

を原則とし、その他の意思の表出については必要に応じ、記者会見等を行うことが

できる。記者会見等の際には、意思の表出を作成した分科会等の責任において作成

する説明用資料を用いることとする。また、意思の表出の内容に応じ、関係する学

協会その他の機関又は団体に対しても個別に周知を行う。 

２．政府内への周知方法 

日本学術会議の意思の表出の政府内への周知方法については、以下のとおり取り

扱うこととする。ただし、会長が必要があると認める場合には、以下にかかわらず、

別の取扱いをすることができるものとする。 

種類 表出主体 周知方法 

勧 告 学術会議 

・会長より、内閣総理大臣に対して、手交（手交の際は内

閣総理大臣宛て会長名の公文書を添付する。）。 

・会長より、各大臣（内閣総理大臣を除く。）宛て、公文書

を添付し配付。 

・事務連絡により、内閣官房副長官、内閣官房副長官補

（内政）、内閣総務官及び各府省に配付（会長がこれらに

準ずると認める配付先がある場合には、当該配付先にも

併せて配付するものとする。）。 

要 望 

声 明 

提 言 

学術会議 

・会長より、各大臣宛て、公文書を添付し配付。 

・事務連絡により、内閣官房副長官、内閣官房副長官補

（内政）、内閣総務官及び各府省に配付（会長がこれらに

準ずると認める配付先がある場合には、当該配付先にも

併せて配付するものとする。）。 

見 解 

報 告 

部、委員会、

分科会又は

若手アカデ

ミー 

・事務連絡により、各府省に配付（会長がこれに準ずると

認める配付先がある場合には、当該配付先にも併せて配

付するものとする。）。 

答 申 学術会議 

・会長より、諮問者に対して、答申を手交（手交の際は諮

問者宛て会長名の公文書を添付する。）。 

・必要に応じ、事務連絡により、各府省に配付（会長がこ

れに準ずると認める配付先がある場合には、当該配付先

にも併せて配付するものとする。）。 

回 答 学術会議 
・会長より、審議依頼者に対して、回答を手交（手交の際

は審議依頼者宛て会長名の公文書を添付する。）。ただ
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し、審議依頼者が大臣、副大臣及び大臣政務官（会長が

これらに準ずると認める者を含む。）のいずれでもない場

合には、審議依頼者あて会長名の公文書を添付し、送付

することで代えることができる。 

・必要に応じ、事務連絡により、各府省に配付（会長がこ

れに準ずると認める配付先がある場合には、当該配付先

にも併せて配付するものとする。）。 

※Ｇサイエンス学術会議の共同声明等については、勧告の取扱い 

Ⅵ．意思の表出の公表後の取扱いについて 

１．広報用チラシの作成 

（１）目的 

   日本学術会議が公表した意思の表出について、一般の国民が興味・関心を抱き、

本文の閲覧につながるような広報用チラシを作成する。 

 

（２）作成主体 

   提言については原則すべて、その他の意思の表出については必要に応じて、意

思の表出を作成した分科会等の責任において、広報用チラシを作成する。事務局

は、広報用チラシの作成を支援する。 

 

（３）様式 

広報用チラシは別紙様式７(様式例)を参考にして作成する。片面１ページとし、

一般の国民を引き付けるわかりやすく親しみやすい記載とする。 

 

（４）手続 

  ①意思の表出を作成した分科会等は、原則当該意思の表出の承認後に広報用チラ

シを事務局に提出する。 

②事務局は、当該広報用チラシの作成を支援するとともに外部に公表する前に広

報委員会に意見を求める。 

③事務局は、広報委員会での確認後、当該広報用チラシを日本学術会議ウェブサ

イトで公表する。 

 

２．英訳の作成 

(１) 目的 

日本学術会議が、国際的な情報発信力を強化し、より戦略的・効果的な発信を行

うため、意思の表出の英訳（要旨を含む。）を作成する。 

 

(２) 要旨の英訳の作成 

提言及び見解については、日本語の意思の表出が承認された後、元となる意思の
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表出を作成した分科会等が要旨の英訳を作成する。事務局は予算等の状況に応じて

英訳の校閲を支援する。 

 

(３) 英訳の作成 

勧告、答申、要望、声明、提言、見解、報告及び回答については、日本語の意思

の表出が承認された後、元となる意思の表出を作成した分科会等が本文の英訳を作

成することに努める。事務局は予算等の状況に応じて本文の英訳及び英訳の校閲を

支援する。 

 

 

(４) 内容の同一性 

英訳については、元となる日本語の意思の表出と同じ内容であることを原則とす

る。 

 

(５) 英訳の責任主体 

英訳については、元となる意思の表出を作成した分科会等の責任において、元と

なる意思の表出と英訳との間に齟齬がないことを確認し、公表する。また、英訳の

冒頭で、元となる意思の表出の英訳であることを明記する。 

 

(６) 幹事会への報告 

英訳を作成した際には、外部に公表する前に、作成の事実と作成した文書の概要

等を幹事会へ報告する。やむを得ず公表前に報告することができなかった場合には、

公表後直近の幹事会へ報告する。 

 

(７) 周知方法 

  意思の表出の本文の英訳及び要旨の英訳は、日本学術会議ウェブサイトで公表す

る。 

 

(８) 意思の表出の名称の英訳 

意思の表出の名称の英訳を、以下のとおり定める。 

意思の表出 英訳 

勧告 Recommendation to the Government 
答申 Findings Report 
要望 Request 
声明 Statement 
提言 Recommendation 
見解 Advisory Opinion 
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報告 Report 
回答 Response 
（参考）「記録」の英訳は「Record」とする。（「外部へ公表する文書の取扱いについ

て」（平成２０年１月２４日日本学術会議第５０回幹事会決定）） 

 

(９)委員会等の名称の英訳 

 委員会等の名称の英訳を、以下のとおり定める。 

組織名（和文） 英 訳 

日本学術会議 Science Council of Japan 
会員 Council Member 
連携会員 Associate Member 
特任連携会員 Designated Associate Member 
会長 President 
副会長 Vice-President 
科学者委員会担当副会長 Vice-President for Organizational Management 
科学と社会委員会担当副会長 Vice-President for Liaison with Government and 

Society 
国際委員会担当副会長 Vice-President for International Affairs  
第一部 SectionⅠ 
第二部 SectionⅡ 
第三部 SectionⅢ 
部長 Chairperson of Section● 
副部長 Vice-Chairperson of Section● 
幹事 Secretary 
総会 General Assembly 
幹事会 Executive Board 
部会 Section Meeting 
連合部会 Joint Section Meeting 
機能別委員会 Administrative Committee  
選考委員会 Nomination Committee 
科学者委員会 Committee for Scientific Community 
科学と社会委員会 Committee for Science and Society 
国際委員会 Committee for International Affairs 

分野別委員会 Disciplinary Area committees 
言語・文学委員会 Committee on Language and Literature 
哲学委員会 Committee on Philosophy 
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心理学・教育学委員会 Committee on Psychology and Education Studies 
社会学委員会 Committee on Sociology 
史学委員会 Committee on History  
地域研究委員会 Committee on Area Studies  
法学委員会 Committee on Law 
政治学委員会 Committee on Political Science  
経済学委員会 Committee on Economics 
経営学委員会 Committee on Management and Business Studies 
基礎生物学委員会 Committees on Basic Biology 
統合生物学委員会 Committee on Integrative Biology  
農学委員会 Committee on Agricultural Science 
食料科学委員会 Committee on Food Science 
基礎医学委員会 Committee on Basic Medical Sciences 
臨床医学委員会 Committee on Clinical Medicine 
健康・生活科学委員会 Committee on Health and Human Life Science 
歯学委員会 Committee on Dentistry 
薬学委員会 Committee on Pharmaceutical Sciences 
環境学委員会 Committee on Environmental Studies 
数理科学委員会 Committee on Mathematical Science 
物理学委員会 Committee on Physics 
地球惑星科学委員会 Committee on Earth and Planetary Science 
情報学委員会 Committee on Informatics 
化学委員会 Committee on Chemistry 
総合工学委員会 Committee on Comprehensive Synthetic Engineering 
機械工学委員会 Committee on Mechanical Engineering 
電気電子工学委員会 Committee on Electrical and Electronic Engineering 
土木工学・建築学委員会 Committee on Civil Engineering and Architecture 
材料工学委員会 Committee on Material Engineering   

課題別委員会 Issue-oriented Committees 
防災減災学術連携委員会 Committee on Academic Collaboration for Disaster 

Reduction 
フューチャー・アースの推

進と連携に関する委員会 

Committee for the Promotion and Cooperation of 
Future Earth 

循環経済を活かし自然再興

と調和する炭素中立社会へ

の移行に関する検討委員会 

Committee for Transition to Carbon-Neutral Society 
Harmonized with Nature Restoration by Employing 
Circular Economy 
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我が国の学術の発展・研究

力強化に関する検討委員会 

Committee for Academic Development and 
Enhancement of Research Capability in Japan 

学術を核とした地方活性化

の促進に関する検討委員会 

Committee for the Promotion of Academic-Based 
Regional Revitalization 

委員会 Committee (on ●●) （原則） 
分科会 Subcommittee (on ●●) 
小分科会 Working Subcommittee (on ●●) 
小委員会 Working Group (on ●●) 
連絡会議 Liaison Committee 
委員長 Chair of Committee on ●● 
副委員長 Vice-Chair of Committee on ●● 
（委員会）幹事 Secretary 
地区会議 Regional Conference 
若手アカデミー Young Academy 
協力学術研究団体 Partnership with academic societies 
事務局 Secretariat 
事務局長 Director - General 
事務局次長 Deputy Director - General  
課長/参事官 Director 
企画課長 Director, Planning Division 
管理課長 Director, Management Division 
参事官（審議第一） Director, Division for Scientific Affairs Ⅰ 
参事官（審議第二） Director, Division for Scientific Affairs Ⅱ 
参事官（国際業務） Director, Division for International Affairs  
課長補佐/参事官補佐 Deputy Director 
係長/専門職 Unit Chief 
係員/専門職付 Official 
企画課 Planning Division 
管理課 Management Division 
参事官室（審議第一） Division for Scientific Affairs Ⅰ 
参事官室（審議第二） Division for Scientific Affairs Ⅱ 
参事官室（国際業務） Division for International Affairs  

 

３．フォローアップ・レポート又はインパクト・レポートの作成 

勧告、答申、要望、声明、提言、回答及び見解については、作成を担った分科会

等の役員の責任においてフォローアップ・レポート（別紙様式８）を作成し、意思
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の表出を行った日の６か月後から１年以内に科学的助言等対応委員会に報告する。 

勧告、答申、要望、声明、提言及び回答については、作成を担った分科会等の役

員の責任においてインパクト・レポート（別紙様式９）を作成し、意思の表出を行

った日から３年以内に科学的助言等対応委員会に報告する。 

勧告、答申、要望、声明、提言、回答又は見解の作成を担った分科会等が継続し

て置かれていない場合であって、その分科会等が所属する部又は委員会があるとき

は、当該部又は委員会の役員若しくは当該部又は委員会が指名する分科会等の役員

がフォローアップ・レポート又はインパクト・レポートを作成することとし、分科

会が所属する部又は委員会がないときは、別に幹事会が指名する者がフォローアッ

プ・レポート又はインパクト・レポートを作成することとする。 

 

 

附 則（令和３年１２月２４日日本学術会議第３２０回幹事会決定） 

（施行期日） 

１．この決定は、日本学術会議会則の一部を改正する規則（令和３年日本学術会議規

則第１号）の施行の日（令和４年１月１日）から施行する。ただし、「Ⅳ．意思の表

出の様式について」のうち、「３．事後的な評価の作成」の規定は、この決定の施行

後に発出した意思の表出について適用し、この決定の施行前に発出した意思の表出

については、なお従前の例による。 

（関係する決定の廃止） 

２．日本学術会議の意思の表出における取扱要領（平成１８年６月２２日日本学術会

議第１８回幹事会決定）、部、課題別委員会及び幹事会の附置委員会による勧告・要

望・声明・提言・報告の作成手続きに関するガイドライン（平成１９年５月２４日

日本学術会議第３８回幹事会決定）、日本学術会議の意思の表出の政府内への周知

方法について（平成２２年２月２５日日本学術会議第９０回幹事会決定）及び表出

主体が複数ある場合の査読の手順について（令和２年３月２６日日本学術会議第２

８８回幹事会申合せ）は、廃止する。 

 （見直し） 

３．幹事会は、この決定の施行後１年を目途として、この決定の施行の状況について

検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則（令和４年２月２４日日本学術会議第３２２回幹事会決定） 

 （施行期日） 

１．この決定は、決定の日から施行する。ただし、附則１．ただし書の規定は、日本

学術会議会則の一部を改正する規則（令和３年日本学術会議規則第１号）の施行の

日（令和４年１月１日）から施行する。 

（関係する決定の廃止） 

２．意思の表出等の英訳の取扱いについて（平成２８年６月２４日日本学術会議第２
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３０回幹事会決定）は、廃止する。 

 

附 則（令和４年１０月５日日本学術会議幹事会決定） 

 （施行期日） 

１．この決定は、決定の日から施行する。 

（関係する決定の廃止） 

２．日本学術会議の組織の英訳（平成２０年１０月２３日日本学術会議第６７回幹事

会決定）は、廃止する。 

 

附 則（令和７年４月１５日日本学術会議第３８４回幹事会決定） 

この決定は、決定の日から施行する。 

 

附 則（令和７年１２月２３日日本学術会議第３９５回幹事会決定） 

この決定は、決定の日から施行する。 
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別紙様式１ 

 

意思の表出の申出書 

 

 

① 「意思の表出」を行おうとする検討課題・趣旨 

 

 

 

② 想定する「意思の表出」の種類、理由 

 

 

 

③ 「意思の表出」を行おうとする時期、理由 

 

 

 

④ 参照することを想定している過去の「意思の表出」のタイトル・発出年月日 

 

 

 

⑤ 骨子（概要）案（分科会等として「意思の表出」の発出を決定している場合） 

別添してください。箇条書きで構いません。 

 

 

 

⑥ 各項目に関する現状・見通し等を記載 

１）個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか 

 

 

２）読者・名宛人を明確にして立案しているか 

 （想定する読者・名宛人を記載） 

 

 

３）関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか 

（外部機関等との意見交換の実績（未提出の概要があれば別添）、今後の見通し等

を記載） 

 

 

４）異論に対する公平な取り扱いがなされているか 
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 （特に国民的議論が大きく分かれている問題の場合には、異論に対する取り扱いに

ついての考え方を記載） 

 

 

５）グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか 

（当該問題についての主要国の動向についてわかる範囲で記載） 

 

 

６）関係する委員会・分科会との連携がなされているか 

（関連する他の分科会等との連携の有無・予定（連絡会議との関係を含む）等を記載） 

 

 

７）提言等発出後も、関係する市民や団体、関係機関との意見交換やシンポジウム 

を行うなど、提言等の実現に努力するか 

 

 

 

⑦ これまでの審議経過（複数の分科会等が関わっている場合にはすべての分科会等につ

いて記載してください。議事要旨等を別添してください。） 

 

 

 

⑧ 今後の想定するスケジュール等 

（委員会・分科会での審議予定、フォーラムの開催予定など） 

 

 

 

⑨ キーワード 

 

 

 

⑩ その他 

                    

 

（ページ数について特段の制限はありません） 

 

 

〇〇委員会○○分科会委員長 

                       （氏名）〇〇 〇〇 

                       （提出年月日）〇〇年○○月〇〇日 
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別紙様式２ 

 

意思の表出の申出書 

 

※すべての項目について、必ず記載してください。 

 

 

① 「意思の表出」を行おうとする検討課題・趣旨 

 

 

 

② 想定する「意思の表出」の種類、理由 

 

 

 

③ 「意思の表出」を行おうとする時期、理由 

 

 

 

④ 参照することを想定している過去の「意思の表出」のタイトル・発出年月日 

 

 

 

⑤ 骨子（概要）案（分科会等として「意思の表出」の発出を決定している場合） 

別添してください。箇条書きで構いません。 

 

 

 

⑥ 各項目に関する現状・見通し等を記載 

１）個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか 

 

 

２）読者・名宛人を明確にして立案しているか 

 （想定する読者・名宛人を記載） 

 

 

３）関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか 

（外部機関等との意見交換の実績（未提出の概要があれば別添）、今後の見通し等

を記載） 

 

-19-



 

４）異論に対する公平な取り扱いがなされているか 

 （特に国民的議論が大きく分かれている問題の場合には、異論に対する取り扱いに

ついての考え方を記載） 

 

 

５）グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか 

（当該問題についての主要国の動向についてわかる範囲で記載） 

 

 

６）関係する委員会・分科会との連携がなされているか 

（関連する他の分科会等との連携の有無・予定（連絡会議との関係を含む）等を記載） 

 

 

７）提言等発出後も、関係する市民や団体、関係機関との意見交換やシンポジウム 

を行うなど、提言等の実現に努力するか 

 

 

 

⑦ これまでの審議経過（複数の分科会等が関わっている場合にはすべての分科会等につ

いて記載してください。議事録を別添してください。） 

 

 

 

⑧ 今後の想定するスケジュール等 

（委員会・分科会での審議予定、フォーラムの開催予定など） 

 

 

 

⑨ その他 

 

 

 

（ページ数について特段の制限はありません） 

 

 

〇〇委員会○○分科会委員長 

                       （氏名）〇〇 〇〇 

                       （提出年月日）〇〇年○○月〇〇日 
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別紙様式３ 

 

査読結果報告書 

 

 

（１）意思の表出を行う意義 

 

 

 

（２）委員会における審議経過 

 

 

 

（３）査読における主な指摘事項とその対応 

 

 

 

（４）確認事項の充足性（報告の場合は除く） 

   勧告、答申、要望、声明、提言、回答の場合：下記①～⑦ 

   見解の場合：下記①～⑤ 

① 個別分野のみに関わり学協会等で代替可能ではないか 

② 読者・名宛人を明確にして立案しているか 

③ 関係する市民や団体、関係機関などとの意見交換の場を設けているか 

④ 異論に対する公平な取り扱いがなされているか 

⑤ グローバルな議論の状況に十分な目配りがなされているか 

⑥ 関係する委員会・分科会との連携がなされているか 

⑦ 提言等発出後も、関係する市民や団体、関係機関との意見交換やシンポジウム

を行うなど、提言等の実現に努力するか 

 

 

 

（５）その他 

 

 

 

（ページ数について特段の制限はありません） 

 

〇〇委員会委員長 

                       （氏名）〇〇 〇〇 

                       （提出年月日）〇〇年○○月〇〇日 
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別紙様式４ 

 

○○○第○○○号 

○○年○○月○○日 

 

 

内閣総理大臣 

○○ ○○  殿 

 

日本学術会議会長 

○○ ○○ 

 

 

              

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（提言） 

 

 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○ 

 

-22-



 

 

（日本学術会議の意思の表出の種類） 

提      言 

 

（主題）○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

○○年（※和暦）（○○年（※西暦））○○月○○日 

 

（表出主体） 

日 本 学 術 会 議 
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（表出主体が日本学術会議である場合） 

 この勧告（又は答申、要望、声明、提言、回答）は、日本学術会議○○委員会△△分科

会が中心となり審議を行ったものであり、日本学術会議として公表するものである。 

 

（表出主体が部、委員会又は分科会である場合） 

 この見解（又は報告）は、日本学術会議○○委員会△△分科会の審議結果を取りまとめ

公表するものである。 

 

 

          日本学術会議○○委員会△△分科会 

 

       （氏名）          （職名） 

 委員長  ○○ ○○ （第○部会員）  ○○○○○○○○○○ 

 副委員長 ○○ ○○ （第○部会員）  ○○○○○○○○○○ 

 幹 事  ○○ ○○ （連携会員）   ○○○○○○○○○○ 

      ○○ ○○ （第○部会員）  ○○○○○○○○○○ 

      ○○ ○○ （連携会員）   ○○○○○○○○○○ 

      ○○ ○○ （連携会員(特任)） ○○○○○○○○○○ 

      ○○ ○○ （第○部会員）  ○○○○○○○○○○ 

 

 

本件の作成に当たっては、以下の職員が事務を担当した。 

（氏名） （職名） 

事務局   ○○ ○○ 参事官（○○担当）（又は○○課長） 

○○ ○○ 参事官（○○担当）付参事官補佐（又は○○課課長補佐） 

○○ ○○ 参事官（○○担当）付専門職 （又は○○課○○係長） 

○○ ○○ 参事官（○○担当）付専門職付（又は○○課○○係） 

 

 

注）意思表出は、表出主体の一体的な意思の表出であることから、本文には執筆者の個人

名は記載しない。ただし、ヒアリングの資料等個人名の記載されているものを参考資料

として添付することは可とする。学術調査員、オブザーバ、参考人等を記載することも

可能であるが、その場合は委員会等の構成員と明確に区別できるようにする。 
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要     旨 

 

１ 作成の背景 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 

２ 現状及び問題点 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○（本文○ページ 図○参照）。 

 

３ 提言等の内容 

 

 (1) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○（本文○ページ 図○参照）。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

 

 (2) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○（本文○ページ 図○参照）。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

(3) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○（本文○ページ 図○参照）。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

 

注）勧告・答申・要望・声明・提言・回答については、特に国際的発信を行うことが適当

なものについて全文の英訳、その他のもの及び見解・報告については要旨の英文を作成

する。 
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（本 文） 
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＜英訳版様式＞ 

（表出主体が日本学術会議である場合） 

 This Recommendation to the Government /Findings Report /Request / Statement/ Recommendation/Response 

is largely the outcome of the deliberations of the Subcommittee on △△, of the Committee on 〇〇, Science 

Council of Japan, and is issued under the auspices of the Science Council of Japan. 
 

 

（表出主体が部、委員会又は分科会である場合） 

 This Advisory Opinion / Report is issued in accordance with the outcome of the deliberations of the 

Subcommittee on △△ of the Committee on 〇〇, Science Council of Japan. 

 

 

 

Subcommittee (on ●●) 
 

 Chair of Committee   ○○ ○○（Council Member） ○○○○○○○○ 

 Vice-Chair of Committee ○○ ○○（Council Member） ○○○○○○○○ 

 Secretary       ○○ ○○（Member） ○○○○○○○○ 

            ○○ ○○（Council Member） ○○○○○○○○ 

      ○○ ○○（Member） ○○○○○○○○ 

            ○○ ○○（Designated Associate Member） ○○○○○○○○ 

            ○○ ○○（Council Member） ○○○○○○○○ 

 

 

Staff members responsible for preparation of Advisory Report. 

 

Secretariat  ○○ ○○  Director, Division for Scientific Affairs Ⅰ 

○○ ○○  Deputy Director 
○○ ○○  Unit Chief 
○○ ○○  Official 
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This English version is a translation of the original written in Japanese. 

 

Executive Summary  

 

１ Background 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 

２ Current Situation and Issues 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○。 

 

３ Recommendations  

 (1) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

 

 (2) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

(3) ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 
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1 MLA や Chicago などの英語論文スタイルもご参考ください。 
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（本 文） 
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                                  別紙様式５ 

提言等の提出チェックシート 

 
このチェックシートは、日本学術会議において意思の表出（勧告・答申・要望・声明・提言・見解・

報告・回答、以下「提言等」という）の査読を円滑に行い、提言等（案）の作成者、査読者、事務局等

の労力を最終的に軽減するためのものです 2。 
提言等（案）の作成者は提出の際に以下の項目を１～11 をチェックし、さらに英文タイトル（必須）、

英文アブストラクト（任意）、SDGs との関連の有無（任意）を記載し、提言等（案）に添えて査読時

に提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）： 
 
和文タイトル                                      
 
英文タイトル（ネイティヴ・チェックを受けてください） 

                                             
                                           

 
 項目 チェック 

1.表題 表題と内容は一致している。 
□ 

2.論理展開 1 どのような現状があり、何が問題であるかが十分に記述され

ている。 □ 

3.論理展開 2 政府や関係機関に対する意思の表出については、具体的な担

当部局を想定している。 □ 

4.読みやすさ 1 本文は 20 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）程度

である。※図表を含む □ 

5.読みやすさ 2 専門家でなくとも、十分理解できる内容であり、文章として

よく練られている。 □ 

6.要旨 要旨は、要旨のみでも独立した文章として読めるものであり

2 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）程度である。 □ 

7.エビデンス 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献をすべて掲載

した。 □ 

8.適切な引用 いわゆる「コピペ」（出典を示さないで引用を行うこと）や、

内容をゆがめた引用等は行わず、適切な引用を行った。 □ 

 
2 参考： 会長メッセージ、「提言等の円滑な審議のために」(平成 26 年 5 月 30 日)。 
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9.既出の提言等と

の関係 

日本学術会議の既出の関連提言等を踏まえ、議論を展開して

いる。 □ 

10.利益誘導 利益誘導と誤解されることのない内容である。 
□ 

11.委員会等の趣旨

整合 

委員会・分科会の設置趣旨と整合している。 
 □ 

※９について、その提言等のタイトルと発出委員会・年月日、既出の提言等との関係、相違点等について

概要をお書きください。 
 
※チェックを付すことができない場合、その理由があればお書きください。 
 

 
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連（任意） 
以下の 17 の目標のうち、提出する提言等（案）が関連するものに〇をつけてください（複数可）。提

言等公表後、学術会議ウェブサイト上「SDGs と学術会議」コーナーで紹介します。 
 

1. （ ）貧困をなくそう 
2. （ ）飢餓をゼロに 
3. （ ）すべての人に保健と福祉を 
4. （ ）質の高い教育をみんなに 
5. （ ）ジェンダー平等を実現しよう 
6. （ ）安全な水とトイレを世界中に 
7. （ ）エネルギーをみんなに、そしてクリーンに 
8. （ ）働きがいも経済成長も 
9. （ ）産業と技術革新の基盤をつくろう 
10. （ ）人や国の不平等をなくそう 
11. （ ）住み続けられるまちづくりを 
12. （ ）つくる責任つかう責任 
13. （ ）気候変動に具体的な対策を 
14. （ ）海の豊かさを守ろう 
15. （ ）陸の豊かさも守ろう 
16. （ ）平和と公正をすべての人に 
17. （ ）パートナーシップで目標を達成しよう 

 
※「持続可能な開発目標（SDGs）」とは 

2015 年 9 月に国連総会が決議した「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」が掲げた目標。 
詳細は国連広報センターウェブサイトをご覧ください。 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/ 
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提言等公表時のＳＤＧｓ説明 

 
この説明は、日本学術会議の意思の表出（勧告・答申・要望・声明・提言・見解・報告・回答、以下

「提言等」という）を日本学術会議ウェブサイトの SDGs コーナーで紹介し、多くの関係者の閲読を促

進するためのものです。 
提言提出時のチェックシートにおいて SDGs との関連に記述した場合は、日本語紹介文と英文アブス

トラクトを記載し、提出してください。 
 

記入者（委員会等名・氏名）： 
 
和文タイトル                                      
 
◎ SDGs（持続可能な開発目標）との関連 
チェックシートで選択した項目に〇をつけてください。 

1.（ ）貧困 2.（ ）飢餓 3.（ ）健康 4.（ ）教育 
5.（ ）ジェンダー平等  6.（ ）安全な水  7.（ ）エネルギー 
8.（ ）経済成長   9.（ ）産業と技術革新  10.（ ）不平等 
11.（ ）まちづくり 12.（ ）つくるつかう責任 13.（ ）気候変動 
14.（ ）海の豊かさ 15.（ ）陸の豊かさ 16.（ ）平和と公正 
17.（ ）ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 
 
◎ 和文紹介文 200 字以内 
 
◎ 英文アブストラクト 150 words 以内 
 
◎ キャッチフレーズ 20 字以内 
 
◎ キーワード ５つ程度 
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別紙様式６ 

 

○○年○○月○○日 

日本学術会議○○委員会 

 

(提言等)「○○○○○○○○○○○○○○○」 

 

１ 現状及び問題点 

 ・○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 ・○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

２ 提言等の内容 

 

(1)  ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

 (2)  ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

(3)  ○○○○○ 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○。 

   ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

                 

 

 

問い合わせ先 

○○委員会委員長 ○○ ○○ 

   △△大学□□研究室 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 

事務局参事官（審議○担当） ○○ ○○ 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 
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「○○○」って何でしょう？

日本学術会議 
Science Council of Japan

本提言では、「○○○」を×××・・・・。
×××とは、・・・・・・・・・というも
のであり、・・・・・・・・・・・・・・。

提言「○○○○○○○○○○」

二次元コード

別紙様式７（様式例）

☞ 提言の要旨・本文等は、
こちら

わかりやすいイラスト等
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                      別紙様式８ 

 

(意思の表出の種類)「○○○○○○○○○○○○」 

フォローアップ・レポート 

 

１ 内容 

  ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○。 

  ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○。  

 

２ 意思の表出の発出年月日 

   ○○（和暦）年（〇〇〇〇（西暦）年）○○月○○日 

  

３ フォローアップ活動 

（提言を浸透させるために委員会等が主催したシンポジウム等） 

 

 

 

４ 各界の反応  

 (1)  政策立案者の反応 

 

 

(2)  学協会・専門職団体、研究教育機関、市民団体等の反応 

（a）学協会・専門職団体 

 

 

 (b) 研究教育機関 

 

 

 (c) 市民団体 

 

 

 (d) その他 

 

 

 

５ マス・メディア 
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６ 考察と今後の展望 

 

 

   

 

             フォローアップ・レポート作成責任者  

              ○○委員会委員長（第〇〇期） ○○○ ○○ 

提出日 〇〇年（〇〇〇〇年）〇〇月〇〇日   
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別紙様式９ 

 

(意思の表出の種類)「○○○○○○○○○○○○」 

インパクト・レポート 

 

 

１ 内容 

  ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○。 

  ・ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○。  

 

２ 提言等の発出年月日 

   ○○（和暦）年（〇〇〇〇（西暦）年）○○月○○日 

 

３ フォローアップ活動（提言を浸透させるための委員会等が主催したシンポジウム等） 

 

 

 

４ 社会に対するインパクト 

 (1) 政策への反映 

 

 

(2)  学協会・専門職団体、研究教育機関、市民団体等の反応 

（a）学協会、専門職団体 

 

 

 (b) 研究教育機関等 

 

 

 (c) 市民団体 

 

 

 (d) その他 

 

 

 

５ マス・メディア 
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６ 考察と今後の展望 

（該当する箇所に✔を付したうえで、説明してください） 

□ 意思の表出の内容の大部分が実現された 

   □ 意思の表出の内容の一部が実現された 

     □ 意思の表出の内容は実現されていない 

 

 

 

 

             インパクト・レポート作成責任者  

              ○○委員会委員長（第〇〇期） ○○○ ○○ 

提出日 〇〇年（〇〇〇〇年）〇〇月〇〇日   

 

 
※３年経過以降に追記すべき事項が生じた場合には、任意で、改訂版を科学的助言等対応

委員会へご報告ください。 
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1 
 

●日本学術会議の運営に関する内規（抄） 
 

                  平 成 １ ７ 年 １ ０ 月 ４ 日               

                     日本学術会議第１回幹事会決定 

 

 日本学術会議の運営に関する内規を、次のとおり定める。 

日本学術会議の運営に関する内規 

 

   

   第２章 職務 

 

 （勧告等の手続） 

第２条 部、委員会、分科会又は若手アカデミー（以下「分科会等」という。）が意思の

表出を行うことを希望する場合、検討課題、意思の表出の種類その他の別に幹事会が定

める事項を科学的助言等対応委員会に提出することとする。 
２ 分科会等の長が勧告、要望、声明、提言（以下「勧告等」という。）を行うことを希

望する場合、勧告等の骨子を科学的助言等対応委員会に提出することとする。 

３ 科学的助言等対応委員会は、提出された検討課題、意思の表出の種類及び勧告等の骨

子について、内容の適切性及び過去１０年間に行われた意思の表出との関連等について

検討し、提出者に助言を行う。 

４ 勧告等を行ってから５年間その内容が実現されていない勧告等に関しては、必要に応

じ、再度、勧告等を行うことができる。 

５ 提出者は、第３項の助言に基づき勧告等の案を作成の上、査読を経て、総会又は幹事

会の承認を得なければならない。 

６ 勧告等の手続に関し必要な事項は、別に幹事会が定める。 
（３２０幹・一部改正） 

 （見解及び報告の手続） 

第３条 分科会等が見解又は報告（以下「見解等」という。）を発表する場合、別表第１に

掲げる区分のとおり承認を得なければならない。                    

２ 地区会議は、科学者委員会に、科学者委員会を表出主体とする見解等の案を提案する

ことができる。  

３ 前項の案が科学的助言等対応委員会において承認された場合は、地区会議が提案した

旨を記載することとする。 

４ 見解等の手続に関し必要な事項は、別に幹事会が定める。 
    （５５幹・１１９幹・１３３幹・１６３幹・１６９幹・２１７幹・３２０幹・一部改正） 

 

 

 

 

 

 

参考２ 
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2 
 

別表第１（第３条関係）（３２０幹・追加） 
種類 表出主体 承認を得る委員会 

見解 分科会等 科学的助言等対応委員会 
報告 部 科学的助言等対応委員会 

分野別委員会 所属する部 
課題別委員会、機能別委員会、幹事会

附置委員会 
科学的助言等対応委員会 

若手アカデミー 科学的助言等対応委員会 
部に置かれる分科会 所属する部 
分野別委員会に置かれる分科会 所属する部 
分科会（部に置かれる分科会及び分野

別委員会に置かれる分科会を除く。） 
分科会が置かれる委員会 
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平成 26年 5月 30日 

 

●会長メッセージ「提言等の円滑な審議のために」 

 
      日本学術会議会長 大西 隆 

副会長 小林 良彰 
副会長 家 泰弘 
副会長 春日 文子 

 
 
日本学術会議からの意思の表出（勧告、要望、声明、提言、報告、回答など― 以下「提

言等」と略記 1）は、社会が抱える課題や、国民の福祉増進につながる科学振興に関して、

会員・連携会員が高い見識をもって審議にあたり、意見を集約して、政策等に関する提言

や国民に対するメッセージを発するものです。 
提言等は、幹事会附置委員会、機能別委員会、分野別委員会、課題別委員会、（ないしは

それらの下に設置された分科会）における審議の中で、起草、修正、推敲を経て取りまと

められ、提言等（案）として査読にかけられます。提言等を、政府・社会・国民にその趣旨

が的確に伝わるものに仕上げる上で、当該の提言等(案)の審議・作成には直接係わらなかっ

た会員・連携会員の中から選ばれる査読委員によって第三者的立場から行われる査読は、

極めて重要なステップです。査読委員等からの指摘事項を踏まえて必要に応じた修正が施

され、幹事会での審議の結果、承認されたものが、学術会議からの意思の表出となります。 

 今更と思われる点も多いかもしれませんが、実際に提言等の査読や幹事会審議において

しばしば指摘される事柄も多いことから、課題別委員会等の取りまとめ作業のサポートに

あたっている学術調査員の経験ももとに、「提言等を円滑に審議にかけるためのポイント」

を以下にまとめましたので、提言等作成の際の参考としていただければ幸いです。 
 
 
提言等作成上のポイント 
 
【 形式面 】 
○ 論理展開 

提言等においては、その背景にある現状や課題の説明が重要です。 

例えば、以下のような議論の流れが想定されます。 

① どのような現状があるのか。 

② その現状の何が問題であり、その問題を看過した場合どのような事態が想定される

 
1 提言等以外に委員会・分科会における審議内容を公表する形式として、「記録」があります。「記録」

は日本学術会議としての意思の表出ではなく、当該委員会・分科会における審議を記録に残すものです。

分野別委員会・分科会からの「記録」は、それが所属する部の責任において承認され、幹事会に報告さ

れた上でＨＰ掲載されるものとなります。 

参考３ 
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か。 

③ 問題を解決するには具体的にどのようなことがなされるべきか。 

④ そのような解決策によってどのような効果が期待されるか、また、それによる負の

影響はどうか。 

⑤ 提言：誰が何をするべきか。提言する対象を明確にし、具体的な提言内容を記す。 

 
○ 読みやすさ 

提言等が想定する読み手は、学術会議外の多くの方々です。本文は最大限でも２０ペ

ージを標準とした上で、適切な小見出しをつける、わかりやすい図を用いる、文を短く

完結させる、など文書としての読みやすさへの工夫が必要です。テーマによっては専門

的な用語等が頻出するものがありますが、用語解説を付加するなどによって、専門家で

なくても理解できるよう、丁寧な説明が求められます。 

 

○ 要旨について 

忙しい読み手は要旨だけを読むことも想定されます。要旨は簡にして要を得たもので

なければなりません。要旨の長さに決まりはありませんが、だいたい２ページ以内に収

めるのが目安ではないかと思います。簡潔にすると同時に、要旨のみでも独立した文章

として読めることが必要です。 

 

○ 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献の明記 

例えば、「世界をリードしている」、「我が国では立ち遅れている」、「○○が増加

（減少）傾向にある」などの記述については、その根拠となるデータ等が求められます。

論拠となる出典を明示した evidence-based の立論であることが重要です。図表等を用

いる場合において、出典がある場合は明記が必要です。 

 

○ 適切な引用等 
提言等の記述において他の文書からの文章表現を採り入れる場合には、適切な引用を

行うことが肝要です。いわゆる「コピペ」問題が世間を騒がしている中、万が一にも学

術会議からの文書に不適切な事例が発生するようなことがあれば、学術会議への信頼が

大きく毀損されることになります。 
たとえ自分が書いた既発表の文献でも、適切な引用を行うことはもとより、著作権が

当該学術誌や出版社に帰する場合には適切な著作権使用許諾を得る必要があります。 
引用（他の文書からの文章表現を採り入れそのまま記載する事や、参考文献の内容を

要約して記載すること）のルールは分野等によって異なり、学術会議においても統一の

ルールはありません。とはいえ、引用にあたっては、 
① 引用の必要性 
② 明瞭区分性（他の文書からの文章表現を採り入れそのまま記載する場合は「 」で

くくるなどにより、区分していること） 
③ 主従関係（量、質ともに他の文書からの文章表現が「従」の関係であること。量に

ついては、各章において一つの論文からの文章表現が半分以下であること。） 
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④ 出典・参考文献の明示 
の４点が原則としてすべて満たされていることが、著作権とこれに関わる最高裁判判決

等の観点から最低限必要です。また、参考文献の内容を要約して記載する場合には、内容

をゆがめないよう細心の配慮が必要です。 

 

【 内容面 】 

○ 学術会議から既出の提言等との関係 

提言等は学術会議として表出するものですから、扱っているテーマに関して過去に表

出したものとの関係性に留意する必要があります。単に既出の提言等を挙げるだけでは

なく、それらの内容を踏まえ、それらと現状分析を土台とした新たな議論を展開するこ

とが求められます。 

 

○ 利益誘導と誤解されることのないような配慮 

例えば、資金配分を必要とするような新たな施策を提案する場合、それが 

社会に対してどのような意義をもつか等の説明が重要となります。科学者の利益誘導と

社会から誤解されないよう、読み手が納得する論拠に立った論旨、および提言内容とな

っていることが必要です。特に、自分野の利益優先や特 

定の組織への利益誘導と誤解を受けることのないよう、高い見識による提言等とするこ

とが求められます。 

 
○ 委員会・分科会の設置趣旨と整合した提言等 

分野別委員会・分科会からの提言等の場合、当該委員会・分科会の設置趣旨に即した審

議に基づくものであることが求められます。当該分野からの提言として必然性のある問題

提起であることが明確に伝わることが必要です。例えば、研究振興や人材育成などに関し

て、その委員会・分科会が扱う特定分野を遥かに超えるような施策を議論するのであれば、

課題別委員会を設置するなどして、学術会議としての取組を議論する場を設けることが適

切となります。 
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令和２年１月 31 日 
 

会長メッセージ「提言等における異なる意見の発出の意義と重要性について」 
 

日本学術会議会長 山極 壽一 
副会長 三成 美保 
副会長 渡辺美代子 
副会長 武内 和彦 

 
日本学術会議は、社会的に関心が高い重要な問題等について会員・連携会員が深い専門性

と高い見識をもとに検討と議論を重ね、意思の表出（勧告、要望、声明、提言、報告、回答
など ― 以下「提言等」と略記）を行ってきました。 

顧みれば、東日本大震災とそれに起因する原発事故に端を発して科学技術情報がほとん
ど発信されなかった状況は、緊急事態において安全や健康などのために科学技術を生かす
上で決して国民の利益に沿っていたとはいえず、ひいては日本の学術界および科学者に対
する国民の不信を招いてしまいました。 

日本学術会議は、このような情報発信の停滞と科学技術への不信を招いた事態を重く受
け止め、学術界および科学者に対する社会的な信用の回復を目指して、多くの努力を続けて
きました。第 24 期が「対話」の促進を重要な共通目標に掲げ、政府、産業界、マスコミと
直接意見を交換するための分科会を設け、一般公開の学術フォーラムやシンポジウムを通
じて社会との対話を心がけてきたのもその一環です。最近では、日本学術会議が発する提言
等は様々な方面で活用され、参照され、その内容について社会からの一定の評価が得られて
いると思います。 

ただし、それらの提言や意見の中には互いに異なるものや、対立したり、矛盾したりする
ものが見受けられることもあります。環境問題や政策にかかわる課題については、100％正
しい答えを出すことは難しく、複数の解決策や、拮抗する意見が出てきます。この場合、日
本学術会議として統一した意見を取りまとめることは困難となります。しかし、だからとい
って意見の発出に躊躇することは、国民が享受しうる利益に反し、国民の不信を招く原因と
なります。とりわけ社会的関心が高く国民に多大な影響が及びうる問題や、不確定要素が多
く時を追って状況が変化する緊急性が高い問題については、迅速に意見を述べて早急に対
策を講じる努力を重ねることが必要です。 

そこで、議論の結果がたとえ統一的な意見に達しなくとも、異なる意見の分布やそれぞれ
の根拠を明示する形で時機を得て提言等を発出することが、政府や国民の意思決定に利用
可能な裏付けを提供することにつながります。その際、日本学術会議の責任を果たすために
は、過去に発出された提言等も振り返り、それらとの関係性も考慮し、異なる意見との関係
を解説することが必要となります。 

今後、提言等作成にあたっては、上記の点に留意して行っていただきますようお願いいた
します。 

（以上） 

参考４ 
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●意思の表出に係る外部機関等との意見交換に関するガイドライン 

 

令 和 ４ 年 １ 月 ２ ７ 日  

日本学術会議第３２１回幹事会決定 

 

 

１．目的 

本ガイドラインは、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」（令和３年４月２

２日）を踏まえ、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映浸透

させることに資するため、日本学術会議が行う意思の表出に係る外部機関等との意見

交換について必要な事項を定めるものとする。 

 

２．基本的考え方 

（１）本ガイドラインにおける外部機関等との意見交換とは、上記の目的のため、部、

委員会、分科会又は若手アカデミー（以下「委員会等」という。）が学協会、各府省

及び地方行政関係者等の政策立案者、専門職団体、産業界、ＮＧＯ・ＮＰＯその他

の団体と行う組織間の意見交換をいう。 

（２）意見交換は、学術の観点からの内発的な問題意識に加えて政府や広く社会の関

心を徴して委員会等における課題設定を図るとともに、多様な要求や問題関心が存

在することから、多様な声に耳を傾けるために実施する。また、双方の間に信頼を

伴うコミュニケーションが成り立つよう努める。 

（３）意見交換の相手方の選択にあっては、総合的・俯瞰的な視点に留意し、テーマ

の性格に応じて、多様な分野又は利益を代表する機関等から構成されるように努め

る。 

 

３．手続 

（１）委員会等が外部機関等との意見交換を行おうとするときは、当該機関等との連

絡を円滑に行う観点から科学と社会委員会政府・産業界・市民との連携強化分科会

の長の助言を受けることができる。  

（２）委員会等が「意思の表出等の作成手続について」（令和３年１２月２４日日本学

術会議第３２０回幹事会決定）に基づき、意思の表出に関する査読又は審議におい

て科学的助言等対応委員会が確認を行うべき事項に該当する外部機関等との意見

交換を行ったときは、科学と社会委員会政府・産業界・市民との連携強化分科会の

長及び科学的助言等対応委員会に、意見交換の概要とともに通知し、事務局はその

意見交換の概要を整理・保管するものとする。科学的助言等対応委員会は、査読又

は審議に資するために、整理・保管された概要を参照するとともに、必要に応じて

意見交換を実施した当該委員会等からヒアリング等による内容の確認を行うこと

ができる。 

参考５ 
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附 則 

本ガイドラインは、決定の日から施行する。 
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日本学術会議地区会議運営要綱（案） 

令 和 ● 年 ● 月 ● 日 

日本学術会議第●回役員会決定 

（総則） 

第１条 日本学術会議会則（令和８年日本学術会議規則第●号）第●条に基づく地区

会議の運営は、この要綱の定めるところによる。 

（目的及び任務） 

第２条 地区会議は、日本学術会議の諸活動を地区内の科学者等に周知徹底し、及び

日本学術会議に対する意見、要望を汲み上げて日本学術会議と科学者との意思疎通

を図るとともに、地域社会の学術の振興に寄与することを目的とする。 

第３条 地区会議は、前条の目的を達成するため、単独又は部若しくは委員会と共同

で地区内の関係大学、関係機関・団体等の協力を得て、次の活動を行うものとする。 

（１）科学者との懇談会の開催

（２）学術講演会等の開催

（３）地区会議ニュース等の発行

（４）地域社会の学術の振興に寄与することを目的とする事業

（５）その他目的の達成に必要な事業

（区分） 

第４条 地区会議の区分は次のとおりとする。 

（１）北海道

（２）東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

（３）関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

山梨県） 

（４）中部（富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

（５）近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

（６）中国・四国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛

媛県、高知県） 

（７）九州・沖縄（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県） 

（各地区の構成員） 

第５条 前条で挙げた各地区の構成員は、原則として当該地区に勤務地（勤務地がな
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い場合は居住地）を有する会員及び連携会員とする。ただし、会員又は連携会員は、

申し出により、社会活動・広報委員会及び役員会の議を経て、所属地区を変更する

ことができる。 

（地区会議運営協議会及び事務局） 

第６条 各地区に地区会議運営協議会を置き、当該地区の運営及び活動に関する事項

を審議・決定する。 

２ 各地区に所属する会員は、互選により９名以内の地区会議運営協議会委員を選出

し、社会活動・広報委員会及び役員会の承認を得るものとする。その際、委員が特

定の部に偏らないように配慮する。ただし、地区会議運営協議会から社会活動・広

報委員会に要請があった場合は、社会活動・広報委員会及び役員会の議を経て、当

該地区に所属する会員又は連携会員の中から地区会議運営協議会委員を追加する

ことができる。なお、委員の追加を認める場合も地区会議運営協議会の委員総数は

１２名を超えないものとする。 

３ 地区会議運営協議会は、互選により会員である委員の中から代表幹事１名を選出

する。代表幹事は各地区会議運営協議会を主宰する。 

４ 各地区における地区会議運営協議会委員及び代表幹事の選出手続きは、構成員の

規模等を考慮して、各地区で定め、社会活動・広報委員会の了承を得るものとする。 

５ 地区会議の活動に関する事務を処理するため、役員会が決定する関係大学事務局

に地方連絡委員を置く。地方連絡委員は、各地区の構成員等との連絡調整を密にす

るものとする。 

（事業計画） 

第７条 各地区会議は、年度当初において当該年度における事業計画案を策定し、社

会活動・広報委員会に提出しなければならない。 

２ 社会活動・広報委員会は、各地区会議の原案に基づき事業計画を整理し、役員会

の議を経て決定する。 

（地区会議代表幹事会） 

第８条 地区会議代表幹事会は、社会活動・広報委員会の委員長及び各地区会議の代

表幹事をもって構成する。 

２ 地区会議代表幹事会は、社会活動・広報委員会委員長がこれを主宰し、幹事若干

名を置く。 

３ 地区会議代表幹事会は、原則として総会時に開催し、各地区会議と連絡を密にす

るものとする。 

４ 必要に応じて、総会時に委員会と地区会議代表幹事会の合同会議を開催すること

ができる。 
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（役員会と地区会議の連携） 

第９条 地区会議の活性化を図り、日本学術会議がその役割を適切に発揮できるよう

にするため、次のとおり、役員会と地区会議が連携を図ることとする。 

（１）地区会議代表幹事又はその代理について、必要に応じ、役員会への陪席を認め、

役員会の議題に関し、意見を聴取できるようにする。 

（２）地区会議の活動の振興に関わる課題について、必要に応じ、役員会と地区会議

代表幹事又はその代理が集中的に討議を行う機会を確保する。 

（留意事項） 

第１０条 地区会議の事業は、法令及び規則等並びに地区会議の主旨に反しない範囲

において、各地区の自主的判断に任せるものとする。ただし、各地区の事業内容等

について、地区会議代表幹事会等において調整することができる。 

２ 地区会議の事業は、日本学術会議協力学術研究団体の活動と連携を保って行うこ

とが望ましい。 

３ 地区会議は、事業を行うに当たって、他の地区会議と合同し、若しくは他の地区

会議の一部の地域の協力を得て実施することができる。 

４ 各地区の地区割りは、各地区間の合意により変更することができる。 

（庶務） 

第１１条 地区会議の庶務は、事務局広報・渉外部及び関係大学事務局において処理

する。 

（雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、地区会議の運営に関し必要な事項は社会活

動・広報委員会が定める。 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 
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